
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の実施内容及び効果（令和３年度実施計画分のうち、令和４年度繰越分）

（単位：円）

実施内容及び効果

1 商工労働部
しまねブランド
推進課

島根版「Go To Eatキャンペーン」事業
「Go To Eatキャンペーンしまね」による、飲食店での消費喚
起の経済効果を県内全域へ波及させる。

コロナ禍における県内の飲食需要を下支えするため、国の
「Go To Eatキャンペーン」に併せて、県独自のプレミアム上
乗せ「Go To Eatキャンペーンしまね」を実施した（販売実績
770,367組）

80,843,921 64,675,000

2 環境生活部 文化国際課 芸術文化センター事業
新型コロナウイルス感染症対策による換気促進に伴う空調設
備改修
を行う。

芸術文化センターにおいて、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため、空調設備の改修を行い、対策を図った。

21,956,300 15,000,000

3 商工労働部 観光振興課
既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事
業

国の３次補正予算「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進
事業」に積極的に取り組めるよう、県と市町村が協調して追
加支援（上乗せ補助）することで、観光地としての魅力向上
を図り、地域経済の回復に繋げる。

国の「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」を活用
し、５以上の事業者が策定した観光拠点再生計画に基づく観
光拠点整備に対し、市町村と協調して支援（実績：３市23
件）を行い、県内観光拠点における面的な整備を実施するこ
とで、観光地としての魅力向上、観光需要を喚起した。

7,331,000 3,238,000

4 健康福祉部 高齢者福祉課 介護施設ICT導入（感染症対策）事業
コロナ禍で介護施設の入所者の面会機会が制限される中、入
所者及び家族の安心につなげるため、オンライン面会を行う
ための環境整備を支援
する。

コロナ禍で介護施設の入所者の面会機会が制限される中、入
所者及び家族の安心につなげるため、オンライン面会を行う
ためのタブレット導入や通信環境整備を支援した（29施
設）。

5,085,000 5,000,000

5 商工労働部 観光振興課
島根の地酒・県産米による誘客促進キャン
ペーン

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で落ち込んだ観光需要
の喚起及び県産品の消費拡大を図るためのキャンペーンを実
施する。

地酒と県産米を県外宿泊客にプレゼントし、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により落ち込んだ観光需要を下支えすると
ともに、県産品の需要を拡大に寄与した。（日本酒配布数：
100,008件）

170,545,097 120,547,778

6 商工労働部 中小企業課
飲食・商業・サービス業新事業展開支援事
業（コロナ）

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少している
飲食、商業及びサービス業の事業者が取り組む新事業への展
開のための設備投資等を支援する。

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少している
飲食、商業及びサービス業の事業者80社を対象として、新事
業への展開のための設備投資等を支援した。

105,046,896 61,617,000

7 商工労働部 商工政策課
飲食店等への営業時間短縮要請協力金事業
（事務費等）

まん延防止等重点措置に基づき、営業時間短縮要請に応じた
飲食店等に対して協力金を支給する。

まん延防止等重点措置に基づき、営業時間短縮要請に応じた
飲食店等約2,700店舗に対して協力金を支給した。

28,990,141 9,469,000

8 地域振興部
しまね暮らし推
進課

感染防止対策
新型コロナウイルス感染症の感染防止を図りながら、効率的
な運営を行うため、感染防止対策を実施する。

県立しまね海洋館の大型テント内において、ベンチを75個、
テーブルを30個購入し、施設内外での密集を解消することで
感染防止を図りながら、効率的な運営を行った。

4,375,000 1,797,000

9 総務部 総務課
特殊要因補助金（浜田キャンパス感染防止
対策環境整備経費）（コロナ）

新型コロナウイルス感染症の感染予防として行う換気と適切
な室温維持を両立するため、島根県立大学浜田キャンパス大
講義室の空調設備を整備する。

島根県立大学浜田キャンパス大講義室の空調設備を整備し、
新型コロナウイルス感染症の感染予防として行う換気と適切
な室温維持を両立した。

8,800,000 4,048,000

10 地域振興部 交通対策課
萩・石見空港路線維持拡大特別対策事業費
補助金（追加対策）

新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数が著しく減
少する中、萩石見空港の利用促進を行うため、対策を強化す
る。

定期便の運航を継続している航空会社に対して萩・石見空港
利用拡大促進協議会が実施する個人向け席助成や団体向けツ
アー造成などの運航支援に係る経費を助成した。

69,645,000 28,608,000

11 地域振興部 交通対策課 交通系ICカード整備支援事業補助金
新型コロナウイルスの感染防止や利便性向上等のため、公共
交通事業者が実施する交通系ＩＣカード整備に要する経費を
助成する。

県内バス事業者に交通系ICカードを整備するための経費の一
部を助成し、新型コロナウイルスの感染防止と利便性の向上
を行った。

91,843,000 39,564,000

12 地域振興部 交通対策課 県民の航空機利用促進
新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ航空機利
用について、バス広告、屋外広告等により利用を呼びかけ
る。

航空機利用について県内バス事業者での広告と屋外広告等を
令和４年４月から令和５年３月にかけて行い、航空機利用を
呼び掛けた。

18,423,940 7,599,000

13 地域振興部 交通対策課 FDA機体を活用した出雲路線PR
新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだFDA出雲路
線の認知度向上のため、FDA機体を活用したPR事業を実施す
る。

FDA機体を活用したPR事業を令和４年４月から令和５年３月に
かけて行い、出雲路線の認知度向上を行った。

10,698,140 4,395,000

事業名No. 部局 課 事業概要
総事業費

うち臨時交付金
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実施内容及び効果事業名No. 部局 課 事業概要
総事業費

うち臨時交付金

14 農林水産部 農業経営課 ハウス等整備事業
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、スマート農業
を進めるため、環境制御機能を備えたハウス等の整備を支援
する。

認定農業者等に対し、環境制御機能を備えたハウス等の整備
費用を支援し、スマート農業の促進を図った。
（補助件数：９件）

46,000,000 41,077,000

15 農林水産部 農業経営課 農林大学校施設整備事業
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、密を回避して
農業、林業の担い手を育成するため、農林大学校の施設を整
備する。

農林大学校において実習棟の整備等を行い、密を避け、学生
が安心して授業を受けられる環境を整備した。

113,749,900 60,141,000

16 農林水産部 農畜産課 実需者との連携による転換作物生産支援

コロナ禍の影響により米の在庫量が積み上がり、令和３年産
の米価が下落している状況の中、令和４年産はさらに米から
の作付転換が必要な状況であることから、実需者との契約に
基づく着実な転換作物の生産を支援する。

地域農業再生協議会等に対し、転換作物の低コスト生産等の
取組面積に応じた支援や飼料用米の拡大面積に応じた支援を
実施し、転換作物の生産を進めた。
（補助件数：10件）

4,848,220 3,879,000

17 農林水産部 農畜産課 主食用米の作付転換加速化

コロナ禍の影響により米の在庫量が積み上がり、Ｒ３年産の
米価が下落している状況の中、Ｒ４年産はさらに米からの作
付転換が必要な状況であることから、作付転換に必要となる
体制整備として機械等の導入を支援する。

地域農業再生協議会等に対し、転換作物に使用する機械・施
設の導入経費を支援し、転換作物の生産を進めた。
（補助件数：７件）

22,510,000 18,485,000

18 農林水産部 農畜産課 島根の米プレゼント企画
コロナ禍により落ち込んだ観光需要の喚起、米と日本酒の消
費促進を図るため、県内宿泊施設において県産米と地酒のプ
レゼントを実施する。

県産米と地酒を宿泊客にプレゼントし、新型コロナウイルス
感染症の影響により落ち込んだ観光需要を下支えするととも
に、県産品の需要の拡大に寄与した。（県産米配布数：10万
件）

48,775,400 34,836,000

19 農林水産部 農畜産課 酪農経営「和牛子牛生産拡大」支援事業
新型コロナウイルス感染症の影響により、交雑種の価格が低
下する中、価格が安定している和牛子牛の生産拡大を支援
し、酪農家の収入増加や、肉用牛の生産拡大を図る。

農業者に対し、乳用牛への和牛受精卵移植支援や子牛育成施
設の整備費用の支援を実施し、酪農家の収入増加や、肉用牛
の生産拡大につなげた。
（補助件数：276件）

14,400,000 11,520,000

20 農林水産部 沿岸漁業振興課 沿岸有用魚種の生産・放流対策

コロナ禍からの回復期以降において、より収益性の高い漁業
を展開し、経営を安定化させることが必要となることから、
高い収益性が見込まれる魚種の種苗生産・放流技術の確立を
図る。

より収益性の高い漁業を展開し、経営を安定化させるため、
飼育技術開発を促進し技術実証に係る事前調査を実施するこ
とで、高い収益性が見込まれる魚種の種苗生産・放流技術を
確立させる取組を進めた。

6,313,334 2,593,000

21 農林水産部 沿岸漁業振興課 イワガキ養殖振興対策

コロナ禍からの回復期以降において、より収益性の高い漁業
を展開し、経営を安定化させることが必要となることから、
イワガキ養殖において生産性の向上が期待される先端技術導
入に向けた調査実証を進める。

より収益性の高い漁業を展開し、経営を安定化させるため、
イワガキ養殖において生産性の向上が期待される先端技術導
入に向けた調査実証を進めた。

10,000,000 4,108,000

22 土木部 都市計画課
直営経費（備品購入費）（新型コロナウイ
ルス感染症対策）

新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、県立浜山公園
に抗菌効果のある卓球台等を整備する。

新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、県立浜山公園
に抗菌効果のある卓球台60台等を整備した。

11,491,700 5,568,000

23 環境生活部 人権同和対策課
研修室等の新型コロナウイルス感染症対策
等

新型コロナウイルス感染症対策として研修室及び相談室へ空
気清浄機を設置する。また、オンライン会議・研修の増加に
対応するため機器を整備する。


研修室及び相談室へ空気清浄機（２台）を設置するととも
に、オンライン会議・研修の増加に対応するため機器を整備
することで、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止した。

594,000 246,000

24 環境生活部 文化国際課 新型コロナウイルス感染症対策事業
感染症対策のため、和式便器を洋式便器化する等の工事を実
施する。

島根県民会館において、洋式便器を新たに設置（11台）する
など、新型コロナウイルス感染症対策を行った。

35,803,900 15,946,000

25 環境生活部 自然環境課 三瓶自然館等の魅力アップ事業
新型コロナウイルス感染症対策としてマイクロバス等を導入
し、３密の回避を進める。

三瓶自然館サヒメルにおいて、３密回避のためにマイクロバ
ス（１台）を増台し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止を図った。

10,326,660 4,970,000

26 商工労働部 観光振興課
既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事
業

地域一体となった観光地の再生・高付加価値化事業に取り組
む事業者を市町村と協調して支援する。

国の「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」を活用
し、５以上の事業者が策定した観光拠点再生計画に基づく観
光拠点整備に対し、市町村と協調して支援（実績：４市55
件）を行い、県内観光拠点における面的な整備を実施するこ
とで、観光地としての魅力向上、観光需要を喚起した。

210,000,000 86,264,000
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実施内容及び効果事業名No. 部局 課 事業概要
総事業費

うち臨時交付金

27 商工労働部 観光振興課 観光施設整備支援事業補助金
長期に及ぶコロナ禍で疲弊した観光関連施設において、県内
外から観光客を呼び込むための施設整備・改修事業を実施す
る事業者を支援する。

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が落ち込む観光
関連施設において、県内外から観光客を呼び込むため、事業
者が実施する施設整備に係る経費（10件）を支援した。

36,572,000 29,258,000

28 商工労働部 産業振興課 技術シーズ育成支援事業（コロナ）

県内大学及び県内高専の有する技術シーズの内、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止及びウィズコロナ下での経済活動再開
と次なる危機への備えとなるものについて研究を委託し、県
内企業等への技術移転による事業化を促進する。

県内大学及び県内高専の有する技術シーズの内、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止及びウィズコロナ下での経済活動再開
と次なる危機への備えとなるものについて研究を委託し（４
件）、県内企業等への技術移転による事業化を促進した。

9,886,930 6,161,000

29 商工労働部 産業振興課
島根大学との連携による新製品等開発支援
事業（コロナ）

島根大学による県内企業との共同研究や技術指導、セミナー
開催などに必要な設備導入を支援し、県内企業の経営基盤の
強化を図る。

島根大学による県内企業との共同研究や技術指導、セミナー
開催などに必要な設備導入を支援し、コロナ禍が長期化する
中での県内企業の経営基盤の強化を図った。

54,000,000 34,003,000

30 商工労働部 産業振興課
石州瓦産業コロナ禍対応緊急支援事業（コ
ロナ）

新型コロナウイルス感染症の影響や原材料価格等の高騰によ
り、経営状況が悪化している石州瓦産業に対して、石州瓦や
瓦関連製品の販売促進を支援する。

県内工務店、瓦工事店98社を対象として、石州瓦や瓦関連製
品の販売促進を支援することで、新型コロナウイルス感染症
の影響や原材料価格等の高騰により経営状況が悪化している
石州瓦産業の事業継続を図った。

12,325,000 9,860,000

31 商工労働部 産業振興課
ものづくり産業生産プロセス変革等支援事
業（コロナ）

新型コロナウイルス感染症の影響により、先行き不透明な経
済情勢の中、生産プロセスの変革やサプライチェーンの再構
築等に伴い新たな事業に取り組む県内製造業者が行う設備投
資を支援する。

新型コロナウイルス感染症の影響により先行きが不透明な状
況下にある県内製造業者５社を対象として、生産プロセスの
変革やサプライチェーンの再構築等のための設備投資を支援
した。

48,729,000 27,110,000

32 商工労働部 産業振興課 実証支援補助金（コロナ）
県内企業におけるデジタル技術の活用や導入に向けたビジネ
スプランの実証支援を行うことにより、県内企業のデジタル
導入に向けた動きを加速化する。

県内企業９社を対象として、デジタル技術の活用や導入に向
けたビジネスプランの実証支援を行うことにより、コロナ禍
が長期化する中での県内企業のデジタル導入に向けた動きの
加速化を図った。

24,873,000 20,540,000

33 商工労働部 産業振興課
中小企業デジタル導入加速化補助金（コロ
ナ）

コロナ禍により経営環境が悪化する県内企業が、生産性向上
や売上拡大などに向け、デジタル技術を導入する取組を支援
する。

県内企業28社を対象として、生産性向上や売上拡大などに向
けてデジタル技術を導入する取組を支援することで、コロナ
禍により経営環境が悪化する県内企業の収益力向上を図っ
た。

45,583,815 26,700,000

34 商工労働部 産業振興課
ものづくり産業脱炭素化促進事業（コロ
ナ）

ウィズコロナ、アフターコロナにおいて、県内ものづくり産
業が脱炭素化に的確に対応するために実施する取組を支援す
る。

ウィズコロナ、アフターコロナにおいても、県内ものづくり
産業が脱炭素化に的確に対応できるよう、セミナーの開催や
専門家の派遣、また、脱炭素化に資する設備導入等の取組を
支援した。

75,958,049 46,699,000

35 商工労働部
しまねブランド
推進課

しまねプレミアム飲食券発行事業
長期間の感染拡大の影響から受けた飲食店や関連事業者のダ
メージを回復するために、消費喚起策を実施する。

県内の飲食需要を下支えするため、特典付き飲食券を発行
し、飲食需要を喚起した。（販売実績670,349組）

1,008,962,506 576,618,222

36 教育庁 教育施設課 特別支援学校教室等改造
特別支援学校における新型コロナウイルス対策のため、学校
内でのゾーニング上必要な教室等の改造を行う。

特別支援学校２校の教室等の改造により、新型コロナウイル
ス感染症対策のため隣接する医療センターから通学する児童
生徒と自宅通学の児童生徒との接触をさけるゾーニングを実
施した。

6,600,000 2,711,000

37 教育庁 教育施設課 隠岐養護学校実習室改修
密回避及び新型コロナウイルス感染症の影響による職場実習
の不足に対応するための環境整備を行う。

新型コロナウイルス感染症の影響による販売業の職場実習機
会の減少に対応するため、隠岐養護学校の既存校舎の改修に
より、住民等を招いた飲食物提供が行える環境を整備した。

24,577,974 10,688,000

38 教育庁 教育施設課 近代化設備（コロナ対策関連）
新型コロナウイルス感染症の影響による、専門高校での職場
実習の不足に対応するため学校内での実習設備を整備する。

新型コロナウイルス感染症の影響による職場実習機会の減少
に対応するため、県立専門高校２校に缶詰真空巻締機の導入
やマーケティング実習環境を構築し、学校での指導内容を充
実させた。

53,673,590 22,496,000

39 教育庁 特別支援教育課 リフト付きスクールバス整備事業
車いすの生徒が密を回避してスムーズに乗車できるよう、既
存のスクールバスをリフト付に改造を行う。

既存のスクールバス２台を肢体不自由の児童生徒が利用でき
るリフト付きに改造し、乗車位置を分けることで感染症対策
（密回避）を行った。

11,176,180 4,600,000

40 教育庁 特別支援教育課 体育館冷房設備整備事業
ソーシャルディスタンスを保ちながら学習できるよう、特別
支援学校の体育館に冷房設備を整備する。

感染症対策（密回避）のため、合同学習等を体育館で実施す
る必要が生じた際に、体温調整が困難な児童生徒が在籍する
学校においても実施できるよう、特別支援学校9校の体育館に
冷房設備を整備した。

122,822,700 64,699,000
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41 教育庁 教育指導課 教育センター教職員研修情報管理システム
オンラインによる教職員研修の体制を構築するため、研修用
動画配信や資料配布、受講履歴等を管理する研修システムを
整備する。

新型コロナウイルス感染症対策のため、集合型研修ではな
く、オンラインによる研修が受講が可能となるよう、研修シ
ステムを整備した。

11,616,770 4,785,000

42 健康福祉部 高齢者福祉課 抗原簡易キット配布事業
高齢者施設等及び障がい者支援施設等に抗原簡易キットを配
布し、従事者等に症状が現れた場合、抗原簡易キットを使用
し早期に陽性者を発見し、感染拡大防止を図る。

従事者等に症状が現れた場合、早期に陽性者を発見するた
め、高齢者施設等174施設及び障がい者支援施設等96施設に抗
原簡易キットを配布した。

46,861,023 37,489,000

43 健康福祉部 青少年家庭課 ひとり親家庭養育費確保支援事業
新型コロナ感染症拡大の影響で経済的により厳しい状況にあ
るひとり親家庭を対象に、養育費の確保をより確実なものと
するための支援を実施する。

新型コロナ感染症拡大の影響で経済的により厳しい状況にあ
るひとり親家庭を対象に、法律相談の実施（75件）や公正証
書作成費用の助成（19件）により、養育費の確保をより確実
なものとするための支援を実施した。

4,145,434 1,703,000

44 健康福祉部 青少年家庭課 ひとり親家庭困窮支援事業
新型コロナ感染症拡大の影響から経済的により厳しい状況に
陥りがちなひとり親家庭を支援する。

新型コロナ感染症拡大の影響から経済的により厳しい状況に
陥りがちなひとり親家庭に対し、生活必需品の支援物資配布
（５回）や親子参加の体験活動の開催（９回）等により支援
した。

4,382,997 1,801,000

45 健康福祉部 医療政策課 （コロナ）遠隔医療体制整備事業

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら、ポスト
コロナを見据えて、まめネットへの新規加入を図るととも
に、利用環境の向上を図り、効率的な医療提供体制の構築を
加速させるための支援を実施する。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら、ポスト
コロナを見据えて、まめネットへの新規加入及び、WEB会議の
利用料等への補助により、利用環境の向上を図った。（新規
加入59件、WEB会議151件）

13,561,000 10,119,500

46 健康福祉部 障がい福祉課
障がい者就労支援事業所工賃向上事業（生
産活動拡大支援事業）

生産活動が停滞している就労系障がい福祉サービス事業所に
対し、新たな生産活動への転換等に要する費用等を助成し、
生産活動が拡大するよう支援を行い、利用者の工賃の確保を
図る。

生産活動が停滞している就労系障がい福祉サービス事業所に
対し、新たな生産活動への転換等に要する費用等を助成し、
利用者の工賃の確保を図った。（２事業所）

326,000 87,000

47 健康福祉部 障がい福祉課 就労機器購入補助（コロナ臨時交付金）
障がい者就労継続支援B型事業所が共同で又は他産業と連携し
て工賃向上に取組む際の設備整備費を支援し工賃水準の引き
上げを図る。

障がい者就労継続支援B型事業所が、共同又は他産業と連携し
て工賃向上に取組む際の設備整備費を支援し、工賃水準の引
き上げを図った。（２事業所）

6,935,000 4,108,000

48 健康福祉部 障がい福祉課 障がい者福祉施設等整備事業（国補正分）
障害福祉サービス事業所等が行う施設整備の経費の一部を補
助することにより、感染拡大防止を図る。

障害者支援施設等について、新型コロナウイルス感染拡大を
防止する観点から、障害者支援施設に多床室の個室化に要す
る改修経費を補助した。

148,975,000 25,996,000

49 健康福祉部 障がい福祉課
障がい者福祉施設等整備事業（県単コロ
ナ）

障害福祉サービス事業所等が行う施設整備の経費の一部を補
助することにより、感染拡大防止を図る。

感染拡大防止を図るために、障害者支援施設で施設内療養が
できるよう、緊急的に行う必要のあるゾーニングのための整
備の一部を補助した。

3,311,000 1,360,000

50 健康福祉部 障がい福祉課 障がい福祉分野のＩＣＴ導入モデル事業
感染症の拡大防止等に加え、ＩＣＴの活用により障害福祉
サービス事業所等における生産性向上を推進するため、ＩＣ
Ｔの活用モデルを構築する。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止等に加え、ＩＣＴの活
用により障害福祉サービス事業所等における生産性向上を推
進するモデルを構築するため、障がい福祉サービス事業所に
対して、タブレット端末やスマートフォン等ハードウェア等
のＩＣＴ導入に要する費用を６件補助した。

5,491,471 1,486,000

51 商工労働部 雇用政策課 企業の採用活動支援

新型コロナウイルス感染症の影響により学生の就職活動が制
限される中、新規学卒者を定期的に求人している企業を対象
として、各企業の採用に関する課題を洗い出し、改善を促す
ためのコンサルタントを派遣する。

新規学卒者を定期的に求人している県内企業に対し、各企業
の採用に関する課題を洗い出し、改善を促すためのコンサル
タントを派遣した。

22,000,000 15,847,000

52 商工労働部 雇用政策課 求人情報発信支援補助金

新型コロナウイルス感染症の影響により学生の就職活動が制
限される中、求人情報の発信に課題がある企業に対して、情
報発信手法の改善を促し、新たに大手求人サイトを活用する
場合に、経費の一部を助成する。

県内７企業に対し、新たに大手求人サイトを活用する経費の
一部を助成した。

1,347,000 1,078,000

53 商工労働部 雇用政策課 非正規労働者等の正社員化支援事業
新型コロナウイルス感染症の影響により、不安定な雇用状況
にある非正規労働者の正社員化、及び人材不足業種への労働
移動を進めるため、合同企業説明会を実施する。

合同企業説明会を３回開催し、非正規労働者の正社員化及び
人材不足業種への労働移動の促進を図った。

897,596 718,000
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54 商工労働部 雇用政策課 外国人材受入企業支援事業
外国人材を受け入れる県内小規模事業者を対象に、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により入国時に必要となる一定期間
の待機に要する宿泊費用の一部を助成する。

新型コロナウイルス感染症の影響により入国時に必要となる
一定期間の待機に要する宿泊費用の一部を助成し、県内小規
模事業者による外国人材の受け入れ（66人）を支援した。

2,482,845 1,986,000

55 商工労働部 雇用政策課 島根の職人技活用促進事業
コロナ禍により職人技をＰＲする機会が不足していることか
ら、建築板金、内装、とび、型枠職人をＰＲするプロモー
ション動画を作成し、積極的な魅力発信を行う。

コロナ禍において職人の育成・確保の取組が制限される中、
職人技をPRする動画を４本（４職種分）作成し、魅力を発信
した。

8,000,000 3,286,000

56 商工労働部 雇用政策課 施設維持管理費（コロナ対策）
高等技術校の訓練生が多く利用する寄宿舎等共用部の蛇口を
自動水洗化することにより感染症拡大防止を徹底する。

訓練生が多く利用する寄宿舎等19か所の蛇口を自動水洗化
し、感染症拡大防止を徹底した。

1,228,150 722,000

57 総務部 総務課
新型コロナウイルス感染症対策事業（学校
再開：学内ハード整備）

感染症対策の観点から、私立学校の校内及び寮のトイレ、空
調、網戸等の改修等に係る経費を補助する。

感染症対策の強化を図るため、私立学校が行った校内及び寮
のトイレ、空調、網戸等の改修等について、12校12件を支援
した。

44,151,000 21,264,000

58 健康福祉部 健康福祉総務課
新型コロナウイルス感染症対応に係る備品
整備等（内部管理事務）

新型コロナウイルス感染症に係る検査業務のために必要とな
る備品等を整備する。


新型コロナウイルス感染症に係る検査業務のために必要とな
る備品等を整備した。

11,405,570 9,142,500

59 商工労働部 商工政策課 飲食店等への営業時間短縮要請協力金事業
まん延防止等重点措置に基づき、営業時間短縮要請に応じた
飲食店等に対して協力金を支給。

まん延防止等重点措置に基づき、営業時間短縮要請に応じた
飲食店等約2,700店舗に対して協力金を支給した。

686,724,000 70,025,000

60 農林水産部 農林水産総務課 農林水産試験研究推進事業
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、県内農林水産
業者が高い収益性を確保するために必要な生産技術の導入に
向けた試験研究設備の機能の向上を行う。

農業技術センター等の試験研究設備の機能を向上させ、県内
農林水産業者が高い収益性を確保するのに必要な生産技術の
導入につなげた。
水産技術センター（栽培漁業センター）の種苗生産にかかる
機器の更新により、生産機能を回復させ、県内水産業者への
種苗の安定供給が図られた。

114,976,950 54,886,000
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